	倉庫業


入出庫は低下基調で推移していたが、平成26年１～３月期では、前年同月比を上回る月も見られた。ただ、各社とも収入が伸び悩み、収益状況は厳しいため、今後の見通しは不透明とする企業が多い。

業界の概要

倉庫業は、普通倉庫、冷蔵倉庫、水面倉庫の３つに大別される。
　普通倉庫は、農業、鉱業、製造業など幅広い産業の貨物を常温あるいは定温で保管する倉庫である。普通倉庫は、物品に求められる耐火・耐水などの構造基準により１類、２類、３類といった種類がある。そして、柵や区画に囲まれただけの野積倉庫、飼料サイロなどを保管する貯蔵槽倉庫、そして危険物倉庫といったものに分類される。また、家財、美術骨董品、ピアノ、書籍など個人の財産を保管する倉庫であるトランクルームという形態もある。
　冷蔵倉庫（10℃以下）は、食肉や水産物、冷凍食品などを保管するもので、物品を保管適切な温度によってＦ１～４級、Ｃ１～３級にさらに区分される。

水面倉庫とは、原木を水中に浸したまま保管する形態の倉庫である。

倉庫業の主な業務は貨物の保管と入出庫に伴う荷役であり、倉庫料金は基本的に保管料と荷役料で構成される。また、多くの業者は倉庫業に付随して商品に値札をつけるといった流通加工業務を行っており、輸出入貨物を取り扱う業者で通関業務を請け負ったりすることもある。
倉庫業は、平成14年の倉庫業法改正で許可制から登録制に変更され、参入規制が緩和された。料金制度もそれまでの事前届出制から事後届出制に変更され、料金設定が自由化している。
　大阪の地位

　大阪における倉庫業の歴史は、江戸時代の蔵屋敷にある。蔵屋敷は、物資の集散地点であり、各藩の米や各地の物品の販売が行われた。明治に入り、蔵屋敷が廃止されると保管機能としての倉庫業が営まれるようになった。

現在では、交通事情の変化などにより、大阪府内では茨木・高槻など内陸地域のインターチェンジ付近、大阪港、堺泉北港などの港頭地区といった交通の要衝に事業所が多く立地している。また近年は、大阪市内の港頭地区に外資系不動産開発会社等が大規模な物流施設を建設するなど、ベイエリアへの立地が活発になっている。

　24年における大阪の倉庫業の事業所数は1,055（対全国比11.2％）で全国第１位、従業者数は19,435人（同10.3％）で第３位の規模である（総務省『平成24年経済センサス　活動調査』）。事業所のうち９割以上は従業者数49人を下回る中小規模事業所で、大規模事業所はごく一部である。
大阪で取扱いの多い品目は、「雑品」、「その他の日用品」、「その他の化学工業品」の品目の取扱いが多い（26年４月分実績、数量ベース、大阪倉庫協会調べ）。
大阪に立地する事業所は、普通倉庫を主として営むところが多い。以下、普通倉庫の動向を中心にみていく。

入庫、出庫高は低下傾向
22年以降、入出庫量は減少基調で推移している。26年に入って、１～３月期では、入出庫量が対前年比を上回る月が見られたが、４月以降は再び対前年比を下回っている。

各社ヒアリングでも１～３月期の動きが見られたのは、消費税増税前の駆け込み需要であり、４月以降の低下はその反動とする声が聞かれた。
収入が伸び悩み、収益は厳しい

倉庫業者の収入である保管料収入は、保管残高が増加すれば収入増が見込まれるものである。この保管料収入は、荷主が在庫を減らす動きから、取扱荷物が減る傾向にある。そのため、保管料収入は、減少傾向にある。

荷役料は荷物の出し入れの作業に伴うものである。この荷役料収入も低下傾向にある。ヒアリングでは、その労働に従事する人のコストを、この収入で賄えないという指摘も聞かれた。

倉庫業者の収入が伸び悩んでいる理由は、荷主が、物流コスト削減要求を常に行っており、値上げ交渉が困難なためである。ヒアリングでも、継続取引のある荷主から入札依頼があり、落札したものの、以前に比べて、収入が減少したということも聞かれた。
このように、収入が振るわないことから、運送業者や賃借倉庫に家賃等の減額を求め、コスト削減を図っているが、全般としては、収益性は厳しいものとなっている。

雇用関連は低調
各社でのヒアリングによれば、雇用人員の解雇等による人員削減はなく、また、今夏の賞与を支給しないケースは見られなかった。
非正規雇用者を正規雇用にしている積極的なケースも見られたものの、多くの場合、収益の停滞を受けたコスト削減のため、採用状況は、収入との兼ね合いをみて判断されるケースが多い。そのため、正規雇用でも退職者の補充程度が中心で増員とまでは至っておらず、業務が多忙になり、人員が不足気味になると、残業や非正規採用によって、労働力の不足をカバーしているケースが多く見られた。
ソフト面が中心の設備投資

倉庫業者では、新設倉庫を建設している事例も見られたが、このような事案は多数ではなく、各社のハード面の設備投資は維持・補修が中心であった。これは、倉庫増設といった設備投資をするほど受注が好調ではないためで、ハード面での投資は各社とも積極的ではない。
よって、立地等により新倉庫が必要になった場合は、倉庫総数を増やさず、なるべく費用負担を大きくしないように取組んでいる。具体的には、自社で倉庫を建設せず、外資系不動産開発会社から借り受けて倉庫事業を行うケースや、古い倉庫を売却し、それを原資に新倉庫を購入した事例がみられた。
システム等のソフト面に対する投資は、荷主とのオンラインで情報を共有しているケースがあるため、各社随時行っている状況にある。
今後の見通しは不透明

各社とも倉庫業を取り巻く環境が急激に好転するとは考えてはおらず、今後の見通しは不透明であるとしている。
そのため、各社は様々な取引額の拡大に向けた取組策を講じている。例えば、倉庫部門だけでなく、通関業務等の物流機能全体として収入の確保を目指すとしているケースがあった。また、電気部品の組立や検査も行う流通加工分野に力を入れる等、保管需要から派生する需要の獲得を目指している。
新しい保管需要として、書類等の保存を行うアーカイブス事業に進出しているケースや、現在の自社の荷主と分野の異なる荷主を獲得することで、取引額拡大を企図している企業も見られた。
既存顧客との取引拡大を目指して、荷主の海外進出に歩調をあわせて海外展開するものや、倉庫事業とは異なる保険商品の販売を意図しているものもあった。

倉庫業とは異なる分野への進出を行うケースとして、駐輪場やゴルフ場の運営といった自社の資産の活用により、収入を得るようなケースがあったり、売電事業を行っているケースもあった。
このように需要が低迷するなかでも、各社は多様化するニーズへの対応や遊休資産の活用により、新たなビジネスチャンスへの対応に努めている。
（山本　桂宏）
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大阪府 1,055 （11.2） 19,435 （10.3）

東京都 905 （9.6） 22,195 （11.8）

埼玉県 871 （9.2） 20,193 （10.7）

神奈川県 720 （7.6） 14,657 （7.8）

愛知県 676 （7.2） 15,120 （8.0）

全国 9,426 （100.0）       188,012 （100.0）

資料：総務省『平成24年経済センサス　活動調査』

（注）　（ ）内は、対全国シェア（単位：％）。

表2　入出庫高、保管残高の推移

回転率（トン）

（％）

平成23年平均 1,297 （93.7） 1,288 （92.6） 1,868 （92.9） 673,371 （108.2） 69.4

24年平均 1,253 （96.6） 1,262 （98.0） 1,836 （98.5） 700,229 （104.5） 68.4

25年平均 1,203 (96.1) 1,198 (94.8) 1,885 (102.7) 715,391 (102.2) 63.8

26年1-5月平均 1,142 (97.1) 1,147 (99.0) 1,805 (97.7) 708,838 (105.6) 63.4

　 25年5月 1,116 (92.2) 1,116 (92.4) 1,864 (102.5) 679,035 (100.4) 59.9

         6月 1,140 （90.0） 1,131 （90.5） 1,873 （102.0） 707,947 （101.1） 60.8

         7月 1,241 （98.5） 1,186 （96.6） 1,927 （103.2） 763,903 （107.4） 63.9

　       8月 1,082 （90.4） 1,058 （87.3） 1,951 （105.4） 769,603 （106.6） 55.2

　       9月 1,159 （95.6） 1,164 （94.9） 1,946 （105.9） 758,585 （107.7） 59.6

　       10月 1,314 （96.9） 1,315 （97.8） 1,944 （105.2） 772,013 （108.1） 67.6

         11月 1,311 （103.8） 1,345 （103.0） 1,911 （105.8） 747,057 （104.2） 68.9

　       12月 1,302 （92.6） 1,375 （95.4） 1,838 （103.9） 710,414 （107.9） 71.4

　26年 1月 1,188 （108.2） 1,156 （110.6） 1,871 （102.6） 733,504 （108.3） 63.2

       　2月 1,117 （93.8） 1,134 （98.8） 1,854 （99.3） 736,308 （107.4） 60.4

　       3月 1,206 （97.4） 1,332 （103.1） 1,729 （95.3） 673,267 （102.9） 70.9

　       4月 1,133 （90.8） 1,107 （92.6） 1,755 （94.1） 674,122 （102.3） 64.3

　       5月 1,065 （95.5） 1,004 （90.0） 1,816 （97.4） 726,991 （107.8） 58.0

資料：大阪倉庫協会（普通倉庫、大阪倉庫協会会員分）

（注）　入庫、出庫、保管残高の（ ）内は、前年同月比（単位：％）。

回転率＝（入庫高+出庫高）÷（前月末残高+当月末残高）×100

事業所数 従業者数（人）
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